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第 - 章 ヨ - 口 ツ パ統 一 契約法 へ の 歩み
半 田 吉 信 (千葉大学法経学部教授)
第 - 節 ヨ ー ロ ッ パ 契約法統 一 をめぐる状況
現在EC加盟国を中心に ヨ ー ロ ッパ 統 一 民法典制定に向けて の動きが活発で ある｡ そ の手始め
として統 一 契約法 の制定が幾つ かのグル ー プによ っ て進められて い る . 1994年頃に作られ､ そ
の 後も改定､ 追加の作業が行われて いる ラン ド - 委員会の ヨ ー ロ ッ パ 契約法原則などはその 代
表的なもの で ある o こ の ような統 一 契約法御定に向けて の個別的 ､ 具体的な動きは ､ EC議会及
び幹部会の 要請と勧奨の もとに行われて いる ｡ つ とに 1989年5月 には , ｢参加国の私法の平準
化 へ の努力に関する ヨ ー ロ ッ パ議会の 決定+ が出され ､ 次いで 1994年5月には､ ｢参加国の私
法の特定の分野の平準化 に関す る ヨ - ロ ツパ議会の決定+ が出軍れ (いずれも本稿策二 節に訳
出される)､ ヨ ー ロ ッ パ 統 一 契約法制定 へ の個別的 , 具体的な作業を促したo そ してそれに基づ
いて EC理事会 には統 一 契約法制定のための委員会が設けられたが ､ 2001年7月には ｢ヨ ー ロ
ッ パ契約法に関する幹部会及びヨ - ロ ッ パ議会 へ の委員会報告+ が提出され (本稿第三節に訳
出される)､ そ の報告を受けて ､ 同年11月 には ｢参加国の民法及び商法の平準化に つ いての ヨ
一 口 ツ ^
o
議会 の報告+ 並びに ｢参加国の 民法及び商法の平準化 に関する ヨ 一 口 ツ/i議会の 決定+
がなされた｡ また2002年10月には ｢経済 一 及び社会委員会の立場+ が ､ 次いで右ヨ ー ロ ッパ
契約法に関する委員会報告に対する各界か らの様々 な立場が寄せ られた｡
これ とは別に , 2001年10 月 には, ｢ヨ ー ロ ッ パ連合における消費者保護に関するグリ - ンブ
ッ ク+ が作成され､ 2002年6月 には ､ ｢ヨ ー ロ ッ パ連合にお ける消費者保護につ V)て の グリ -
ンブッ ク に関する将来の措置+ 委員会報告が提出された｡ そ して そ の後本報告に関する各界の
立場が発表されて いる ｡
前記ヨ ー ロ ッ パ私法ない し契約法の平準化ない し統 一 の動きに つ いて は､ 2003年2月 に､ ヨ
- ロ ツ ^
o
議会及び幹部会 へ の 委員会報告 ｢統 一 的ヨ ー ロ ッ パ契約法 一 行動計画+ が発表 され,
次いで 同年7月には､ この間題に関わる ｢ヨ ー ロ ッパ議会報告+ が , 同年9月 には ｢ヨ 一 口 ツ
/i議会決定+ 及び ｢
■
ヨ ー ロ ッ パ幹部会決定+ が出されて ､ いよいよヨ ー ロ ッ パ 統 一 契約法制定
に向けて の動きが現実化 して きて い るようで ある ｡
以下で は ､ 2001年7月 の ｢ヨ ー ロ ッ パ契約法に関す るヨ - ロ ツ パ議会及び幹部会 へ の委員会
報告+ まで の ヨ ー ロ ッ パ 統 一 契約法制定に向けて の 動きを､ ヨ - ロ ツパ議会または幹部会の 行
っ た決議､ 同理事会のも とにおかれた委員会の 報告を中心に して フ ォ ロ - したい ｡
魔第二 節 2001年 7月の 委員会報告以前の状況
参加国の 私法 の平準化 ヘ の 努力に関す る ヨ ー ロ ッ パ議会の決定
(1989年 5月 26 日､ ABl. C 158voJn26. 6. 1989, S. 400)
｢ヨ 一 口 ツ /1
o
議会は､ 参加国の私法の 平準化 へ の努力に関する議員ガジ及び マ ブロ の 決定の
提案を認識し (Dok･ B2-55/85)､ GO(議会規則)37条 に基づく権利及 び市民権委員会 へ の決定権
の委譲に従い ､ かつ権利及び市民権委員会の報告を認識して (DO吐. A2- 157/89)､
A ･ 共同体が従来数多くの個別問題の調和は実現 して きたが ､ 私法 の 全額域の 調和はまだ実現
して いない ､ B ･ それ にもかかわらず､ 個 々 の 問題の法律規定は､ なか んずく統 一 的立法行為
の 議決に従っ た共通 の 国内市場 の必要及び目標設定に相応 して いな い ､ C . 共同体にとっ て 重
要 な私法上の 問題の調和の最も適切な可能性が ､ 私法 の 包括的な分野 の 統 一 の中に存する ､
D ･ 近代の共通私法が､ 直接または間接に共同体の第三 国､ なかんずく ラテ ンア メリカ諸国 と
の関係の拡大に寄与しう る､ E ･ 統 一 が例えば債務法の ように, 国内市場実現のために最 も重
要な私法 の領域において 可能で あり ､ そ れに際して もちろん統 一 の可能性がそれによ っ て 汲み
尽くされ るわけで はない , F ･ 条約及び統 一 条項 の規定が ､ この 目標を達成するために､ 総て
の範馴こおいて相当な法的基礎を包含する , G ･ 参加国 に適用されて い る様々 な法典及び私法
の様々 な体系の相反する理解並びに統合事業の促進に関 して ､ 共同体内部の 比較法的研究の遂
行並びに全く 一 般的に法典編纂に 関する努力を 一 倫理的か つ 実体的に 一 支援する こ とが必要で
ある , H ･ 共通私法が総ての 参加国に とっ て ､ それ を受け入れな い 共同体参加国に と っ てすら
有利で ある ､ Ⅰ･ 最初の段階で参加国は検討 を開始し, 助言を受け , 最後に統 一 化の努力に関
与するかどうか につ いて の表明をなす､ J ･ それ に引き続いて ､ この統 一 化事業 へ の 関与を決
定した参加国が ､ 優位性を確保し､ 完全な事業を計画する 学者からなる委員会 を設置す る ､ と
い う事情を考慮して ,
1 ･ 私法の ための統 一 ヨ ー ロ ッパ法典の作成に関する必要な準備作業が開始さ れ それ に際 し
て総て の参加国には , 計画された統 一 に参加するか どうか を相当な勧告に従っ て表明する こ と
が求められる こと, 2 ･ 統 一 を基本的に肯定する参加国間の相当な勧告に従っ て ､ 優位性を保
持し､私法の統 一 に関する総て の作業を計画する ､ 専門の学者から成る委員会を設置する こ と,
3 ･ 共同体に存在する ､ 比較法的研究作業のための研究機開の 支援並びに 一 般的に法典編纂に
関する努力 ､ 並びに､ 4 ･ こ の事業の実現のために必要な財政的条件を創設する こ とを要求し､
5 ･ この決定を幹部会､ 委員会及び参加国 に伝 える ことを理事長に委託する ｡+
参加国の私法の特定の分野の 平準化に関する ヨ ー ロ ッ パ議会の 決定
(19 4年 5月6日 ､ ABl. C 205T o m25. 7. 1994
,
S. 518)
｢ヨ ー ロ ッ パ議会は､ 議会規則(Ge s chafts o rdn u ng)148条に基づき､ 権利及び市民権委員会報告
(A3- 0329/ 4)を認識し､
A ･ 共同体が多くの 分野で 既に私法の 平準化に着手した ､ B . 1989年5月 26日の 決定におい
て ､ 統 一 ヨ ー ロ ッ パ私法典の作業に関す る必要な準備行為が開始されるこ とを要求 した , C .
委員会がこの準備作業をまだ実行して いない ､ 及び ､ D . 私法 の特定の 分野の漸次的な平準化
が国内市場 の完全化のために本質的に重要で ある ､ とい う事情を考慮 して ､
1 ･ 統 一 的ヨ ー ロ ッ パ私法典の 作成と関係 した作業に取り掛か る こ とを委員会に要請し, 2 .
短期間になされる べ き部分的な平準化の ための優位 と長期間の より 一 般的な平準化に関わる提
案の提出のために ､ 専門的な学者か ら成る委員会の 設置 を求め ､ 3 . そ の 委員会がユ ニ ドロ ワ
や ア ンシトラル ､ EC幹部会のような組織におい て世界的または汎 ヨ ー ロ ッ パ的な平準化及び統
一 を促進 しうる とい う見解で あり､ 4 . ラ ンド - 委員会 という名称で呼ばれる ｢ヨ ー ロ ッ パ契
約法委員会+ の契約法平準化作業をこれからもまた支援する ことが目的に適う と考え､ 5 . こ
の決定を幹部会 ､ 委員会及び参加国政府に伝える ことを議長 に委託する ｡+
第三節 ヨ ー ロ ッ パ 契約法 に関する ヨ ー ロ ッパ 幹部会及び議会 ヘ の委員会報告
(ブリ ュ ッ セ ル ､ 2001年 7月 11 日､ KOM(2001)398最終版)
まとめ
こ の 報告に よりヨ ー ロ ッ パ契約法につ いて の議論は, ヨ ー ロ ッ パ 議会 ､ 幹部会及び経営者 ､･
実務法曹､ 学者及び消費者団体を含む ､ 総て の 利害関係を有す る分野の参入 によ っ て拡大され
る ｡
契約法の特定の特殊部分蘭域のECの蘭域における平準化は､ 継続的に増加する個々 の 問題に
拡大された｡ ECの立法者は ､ それに際して精選された出発点を選択し, 特別 に強固な調和の必
要が確定されて いた, 特定の 契約またはマ - ケティ ングの 技術に関する指令を公布した｡ 今や
ヨ ー ロ ッ パ 委員会は , 私法 の領域で EC の広範に広がる措置の 必要がどのくらい存在するか , な
かんずく ､ 個々 の 問題に関する措置がなされた場合にあらゆる 問題が解決されうるのではない
こ とをどの 程度考慮す べ きか がわかるか も しれない ｡
委員会は, 加盟国の契約法上の違いから問題が生じるかどうか , 及びいつ 問題が生じるか ､
またどのような問題が生じるかを知るかも しれない ｡ なかんずく , この報告では､ 内国市場の
a秩序 に適っ た機能が境界を越 える契約の締結 ､ 解釈及び適用 に関わる問題 によ っ て影響を受け
るか どうか という問題が言及される ｡ 委員会 は､ 更 に , 加盟国 の契約法 にお ける違 いが ､ 境界
を越える行為の締結によ っ て妨 げられ, またはそ の 費用を増加す るかどうか という問題に関心
をもっ て い る ｡ それ を越えて委員会は､ 従来追及されて きた ､ 契約法の分野的な調和とい う出
発点がEC の領域に おける不調和 またはEC法の不統 一 な国内施行及び異なっ た国内施行規定に
よる 問題に導くかどうかを探求するかも しれない ｡
具体的な問題が形成され る事例 に つ い て 委員会は ､ その 間題が どの ように して解決される べ
きか､ または解決されうるか とい う問題 へ の態度 にも関心をも つ で あろう ｡ ありうる解決の作
出作業のための 補助として ､ この報告は､ 考えられうる解決の 完全な列挙を包含するもの で は
ない ｡ もちろ ん他の 解決提案も同様に歓迎される ｡
一 定立された問題の 解決は市場 に委ね られうる ｡
- 非拘束的な共通 の 契約法原則の作出の促進は, 契約締結時 にお ける 当事者意思 ､ その判
決 にお ける国内裁判所及び仲裁 裁判 所及 び法律案の 作成 にお ける国内立法者 に立ち戻り
うる ｡
一 法規定の公布時に はまだ予見 しえなか っ た事例 の状況もまた包含させう るように ､ 統 一
化 または適合を目的 とした現行EC契約法 の修正及び改正 も考慮されうる ｡
- ECの 領域 における新規定の公布o それに際 して ､ 適切な手段の選釈 (命令 ､ 指令または
推薦)､ (それ にと っ て代えられ , またはそれ と並んで更 に効力を有 しうる) 国内法との 関
係､ 強行規定の必要性の範 臥 EC指令を適用す ることに つ いて の契約当事者の選択可能性
の承認か , それ とも､ 当事者が具体的な解決 を合意して い ない場合のための受 け皿規定の
保証ネ ッ トとい う形での EC規定の 自動的な適用可能性かとい っ た様 々 な要素が相互 に組
み合わされうる ｡
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結語
はじめに
1 過去におい て実体私法 - なか んずく契約法 - の ありうる調和に関する議論が高まっ てき
た 1)｡
2 ヨ ー ロ ッ パ議会は , 実体私法の ありうる調和に関する 一 連の決定を承認 した ｡ 1989年と
1994年には ､ ヨ 一 口 ッ ^
o
議会 は､ 統 一 的なヨ ー ロ ッ パ民法典の作成に関す る必要な準備作業を
開始する こ とを呼びかけた2)｡ 議会は, 私法 の特定の分野の 調和が国内市場の完結のために必
要であり ､ か つ 共同体に と っ て重要な私法上の 問題の 最も適切な調和の可能性が､ 境界の ない
国内市場が形成されうるようなヨ ー ロ ッ パ 民法典という形での 私法の包括的な分野 の統 一 にあ
る こ とを確認した ｡
3 それ を越えて ヨ 一 口 ツ /絹義会は, 委員会の年間立法計画に関する 2000年3月16日のそ
の決定におい て ､ ｢国内市場での 民法の 分野における強められた調和が不可欠である+ という見
解を主残 し, 委員会に ｢これに関する研究をなすぺ草こ と+ を要求した3)｡ 委員会は､ 2000年
7月25日の ヨ 一 口 ツ /t
o
議会 に対す る解答にお いて ､ それが ｢立ち入 っ た ､ できるだけ包括的な
議論を行 うとい う目的で ､ それ以外の機関及び世間に報告をなし､ それに際して [タンベ レで]
ヨ ー ロ ッ パ 幹部会によっ て確定された2001年という期限を顧慮する+と述べ た｡そ して更に｢こ
の 報告は､ 国内市場及び商業政策的か つ技術的境界の更なる展開の ための そめ意味に鑑みて ､
欠映を確定し､ 既に完結し ､ ない しまだ継続中の研究を評価するために ､ 民法の当該分野 にお
ける 一 既に到達され､ ない し追及されて い る 一 共同体 の発展段階を包含する+ と述 べ た D
4 1実際タンベ レの ヨ ー ロ ッ パ幹部会の最終結論におい て ｢実体民法の 分野で は､ 民事手続
の 摩擦のない機能のための障害の 除去のために加盟国の 民法上の規定が平準化されねばならな
いかどうか という問題に関する 一 般的な研究が必要で ある+ と述べ られて い る (論点 39) 4)｡
委員会は, ｢ヨ ー ロ ッ パ 連合における自由, 安全及び法の額域の創造における進展の 指針+ にお
いて この テ ー マ に関する助言の ペ ー パ ー を提出した5)｡ ヨ ー ロ ッ パ幹部会は ､ その 当時EC条約
第四章の 基礎の上で 民事事件における 司法上の共助の問題 に取り組んで い た ｡ その限度で本報
gi
告は ､ タン ベ レの ヨ ー ロ ッ パ幹部会の 最終結論の 実施の ため の 第 一 歩とみ なされうる o
5 結局既に ｢電子的商取引及び融資サ - ビス+ 委員会報告6) におい て ､ ｢融資サ - ビス の
ための統 一 的な法的枠組 の保証+ とい う政治的な活動分野 と の 関係で この 報告が問題 にな っ た｡
6 法律学 の主導的な立場に ある者が契約法の特定の分野 の 調和の 問題を詳しく議論した｡
契約法典7 )ない し契約法の 一 般原則8 )の ための 二 つ の草案が少し前 に公刊された｡ 高等研究機
関における この作業は ､ 更 に展 開し､ 融資サ ー ビス の具体的な種類に関する契約や保険契約 ,
建物建築請負契約､ フ ァ クタリン グ契約､ リ ー ス契約､ 所有権法 の 一 部の ようなこれら 二 つ の
公刊された草案では議論されて い ない問題 にも拡大されて い る . そ の理論は , なか んずくヨ -
ロ ツ パ の境界を越えた権利 の 保証の ために意味を有す る分野 に関わ っ て い る 9)｡
7 高等研究機閑にお ける この作業によ っ て様々 な目的が追求される ｡ それらは , 拘束的な
法規の作成か ら､ ヨ - ロ ツ パ における当該法律状態に関する許容 される比較法上の 情報が用 い
られる場合に ､ 立ち戻 られうる ､ リス ティ トメ ン トに類似した原則 (体系的な集成) の作成ま
で及ぶ ｡
8 EC蘭域 における契約法の特定の特殊部分額域 の平準化 は､ 増加する個々 の 問題 に拡大さ
れ る｡ 消費者法の分野で は ､ 1985年か ら1999年まで の 間に ､ 契約法上の 問題に 関する 七 つ を
下 回らない指令が公布された 10)｡ 他の分野で も強められた調和が指摘されうる Il)｡
9 この分野毎の調和は､ 特定の契約または特定の マ ー ケテイ ングの方式 に関わる もの であ
つ た｡ 特別の 調和の必要が存在す る場合に指令が公布された ｡
本報告の 目的
10 ヨ ー ロ ッパ委員会は､ 議論の現在 の状況 において ､ 契約法の分野で EC の広範に及ぶ措置
の必要がどの程度存在するか ､ なかんずく ､ 個々 の事例 に関わ る措置がなされた場合に ､ 総て
の問題が解決されえた とはいえない こ とが どの程度考慮される ベ きかにつ い て情報を発 しうる ｡
しか し, それによ っ て , その ために ､ なかんずく内国市場政策の枠内で既に進行し , または駆
動 させ られうる継続的なイ ニ シアティ ブの場合に ､ 特別の 必要が存在する限りにおいて ､ 委員
会が将来において もそのイ ニ シアテ ィ ブに基づいて契約法の 特定の側面の 規制に関する具体的
な措置の ための提案をなす ことは排除されな い ｡
11 従っ て , この報告の目的は､ 議論を消費者 ､ 経済界､ 専門家集団 , 国家の官署や部局 ､.
学界及び総て の関心の ある分野の参加 によっ て拡大する ことで ある ｡ C の部分では契約法の現
在の状況が議論され , 契約法が境界を越える行為にと っ て どう して重要で ある のか ､ そして EC
法の統 一 的な適用に関して それか らいかなる問題が生じるのかが理 由づけられる ｡ D の部分で
は契約法の分野における ECの将来の政策の ための 一 般的な枠組が描写 される ｡
12 契約法 には数多く の 法律行為が属す る o これらは構成国の様々 な文化的か つ法的な伝統
によ り影響を受けてい るが､ 大部分の 構成国の契約法は類似した概念 とル ー ル に基づい て い る ｡
契約法は ､ 大部分は境界を越える行為を規定する法で ある｡ それを越えて ､ 既に ､ もちろん個々
の 領域 に制限される付加的部分の成果である共同体の契約法上の 法規定が存在する ｡
13 本報告は, 売買契約及び融資サ - ビス契約を含むサ ー ビス給付契約の 総て の 種類に関す
る もので ある 12)｡ 履行 ､ 不履行及び法的手段に関する 一 般条項は､ か ような契約の ための不可
欠の基礎を形成し､ そ れゆえに ､ 同様にそれに包含される ｡ 更 に､ 契約の締結 , 効力及び解釈
な どの ような 一 般的な問題を規定する条項 も重要で ある ｡ それ を越えて ､ 経済的な関係の ため
に ､ 動産における保証給付に関する規定や不当利得法 もまた重要で ある ｡ 最後に損害賠償法 も
また観察に現れる ｡ それが契約に関わ る というだけでなく ､ 他の ､ 既に共同体法上規定されて
い る ､ 国内市場のための側面におい て 重要だか らで ある ｡
14 私法の特定の分野にお いて は､ 関与す る当事者の 関係の複雑さの ために契約法は単に規
定可能で あるにすぎない ｡ 労働法や家族法 とい っ た これらの 分野で は､ 特別な問題があり , 本
報告か ら除外 される ｡
15 委員会は ､ 本報告で は二 つ の額域 に対象を制限する ｡ 第 一 は､ 構成国の契約法における
違 いか ら生じうる問題であり､ 二番目は､ EC における契約法の 将来に とっ ていかなる可能性が
存在す るか という問題で ある ｡ これは委員会を ､ こ の領域で の その 将来の政策を定義し､ 必要
な措置を提案する状況 に置くで あろう ｡
契約法の 現在の状態
3 . 1 現行法
3 . 1 . 1 国際契約
16 国際的な契約は､･個々 の構成国の 契約法における違いから生じる問題の解決のた めに関
与 させ られうる ｡ 最初の可能性は ､ それからいかなる接がそ の契約に適用されうるかが生じる
国際私法 の統 一 的規定の適用である ｡ 最も重要な関係規定は､ 総て の構成国によっ て批准され
た1980年の ロ ー マ協定で ある 13).
17 ロ ー マ協定の規定は ､ 接が様々 な国家の選択にかかる事実関係における契約上の債務関
係に適用される 14)｡ それによれば､ 当事者は ､ いかなる法がそ の契約に適用されうるかを合意
しうる ｡ しか し､ 協定は､ 当事者の選択可能性を制限し ､ 当事者がかような選択をして い ない
場合に ､ いかなる法が適用されうるかを定める ｡ それを越えて これらの規定は､ (自然人の 人的
身分や法的能力 ､ ヨ ー ロ ッ パ 共同体の構成国の領域 にある危険を填補する保険契約の ような)
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協定1条に列挙 された事物管轄に は適用 されない ｡
18 策二 の可能性は､ 国際的な平面で の調和 ある実体法上の 規定の 作出で ある ｡ この種類の
最も重要な条約は､ イギリス ､ ポル トガル 及びアイル ラン ドに及ぶ総て の 構成国によ り批准さ
れた､ 1980年 の 国際商品売異 に関す る国連協定 (CI SG) である ｡
19 CISG は､ 当事者が異なっ た合意 をして いない 場合 に適用されうる国際商品売買の ため の
統 一 規定を包含す る ｡ 個人的消費の ための または家族､ 家計 にお ける消費の ための 商品並び に
有価証券 ､ 手形 ､ 小切手の 売累は ､ 協定の適用領域から排除される (2条)｡
20 協定は､ 契約の締結 (申し込 み及び承諾) 並びに売主及び買主の権利 , 義務 に関する規
定を包含する o 協定は､ 契約 またほ個々 の契約規定の 有効性も､ 契約が売却された商品の所有
権に対 して有する効力も規定 して いない (4条)｡ 最後に協定 は, 売主 の契約外の 責任 にも適用
されない (5条)｡
3 . 1 . 2 共同体の 現況 の説明
21 共同体の 一 連の法律行為は､ 私法の調和 に関する規定 を包含する ｡ 若干 の 指令は､ 契約
の締結､ 形式 , 申込の内容及 び承認 ､ 並びに契約の履行 ､ すなわち ､ 契約当事者の 義務に関す
る具体的な条項を包含する ｡ 多くの 指令は､ 個々 的にもまた ､ いかなる情報提供義務が契約の
展開の様々 な段階で ､ なかんずく ､ 契約締結前に当事者に課せ られるか を規定する ｡ 若干 の 指
令は､ 不完全履行や不履行を含む､ 契約履行に 際して の 当事者双方の権利 ､ 義務を規定する ｡
22 付録Ⅰに は､ 契約法に関する共同体の 関係ある法律行為の説明が見出される ｡ 付録Ⅱに
は ､ 実体私法 の問題に関する拘束的なまたは非拘束的な合意が説明される ｡ 付録Ⅲは､ 共同体
の現況の構造 的な記述で あり ､ 本報告で議論されて いる特定の 契約法上 の 問題がどの 程度既に
共同体の法規定またはCISGに規定されて い るか を例示する ｡
3 . 2 国内市場 へ の作用
23 委員会は､ 様々 な契約法秩序が構成国の中に共存する という事情が ､ 国内市場の作用能
力を直接または間接に侵害するか どうか ､ 侵害するとすればい つ侵害するのか ､ またどの範囲
で侵害するのかを探り出すか もしれな い ｡ そうで あるとすれば､ EC の機関が相当な措置をなす
ために呼び出されうる ｡
24 EC条約ほ､ EC機関に , 国内市場の 実現及び作用能力 ､ なかんずく ､ 自由な商品 - ､ 人 - ､
サ ー ビス - 及び資本の移動を促進するために ､権限を移転したoかく して ヨ ー ロ ッ パ 共同体は､
それがEC の領域及びそ の外部でも活動しうるよ うに ､ 一 製造者 , サ ー ビス 業者､ 商人及び消費
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者 のような - 経済参加者 の ための 障害を著しく減少する こ とができた｡
25 技術的な展開は､ - イ ンタ ー ネ ッ トが電子商取引に与える可能性を考えうる 一 遍隔地に
い る当事者 との 契約の締結を容易にする o EC12カ国の 共通通貨としての ユ ー ロ の導入も､ 同様
に共同体 内部の 取引を著しく容易にするで あろう｡ これまで に到達した大きな成果にもかかわ
らず, 更 に問題がある ｡ 市場は､ それがある べ きで あるようには機動的である とはいえず, そ
れは総て の 当事者に不利益 を与えて い るo
26 売買 ､ リ ー スまたは交換による 一 商品またはサ ー ビス給付の 交換は､ 契約の対象で ある o
従 っ て ､ 境界を越える取引における契約の締結, 解釈または適用の場合に生じる問題は､ 国内
市場の作用能力を侵害しうる ｡ 現在の 契約法上 の 規定は ､ 国内市場における経済及び消費者の
現在及び将来の 請求権に十分なの であろうか ､ そ れと もECが措置をしなければならないの であ
ろうか ｡
27 一 般的には国家の 契約法上の 規定は､ 契約自由の原則に依拠してV)る ｡ それに 一 致して
契約当事者はそ の契約条件を自由に取り決めうる ｡ しか し､ 各々 の 契約は特定 の 国家の法及び
判例 に服する ｡ こ れらの 国家の規定の 若干のもの は ､ 強制的で はないため､ 契約当事者は ､ こ
れらの規定が適用されうるか否か ､ あるい は彼らが異なっ た条件を合意 しようと してい るかど
うかを決定しうる ｡ これに対してその他の個別国家の 規定は､ なかんずく､ 賃貸借法や消費者
法に つ いてあて はまるが ､ 契約当事者の 一 方 の経済力が相手方よりも劣っ て い る場合に , 強制
力をもつ ｡
28 通例､ 当事者はその 実斜にいかなる法が適用されうるか を決定しうるがゆえに ､ 国境を
越える法律行為の場合に これらの様々 な国法上のル ー ルは､ I)かなる 問題も惹起 しない o 国家
の法 の選択により ､ 彼らが異なっ たことを合意して いない限り､ 彼らは､ 総て の そ こで適用さ
れて い る強行法規並びに非強行法規を受け入れる ｡ しかし , ある国の強行法規とそれ と矛盾す
る他 の 国の 強行法規との 間の衝突が生じうる . 強行法規 の 間のかような矛盾は､ 境界を越えた
行為に不利に作用 しうる ｡
29 特定の契約条項は ､ なかんずく , それらが実務上標準的な契約で用い られ七いる場合は,
法律上規定されて いない と して も､ 構成国にお い て通例 の もの たりうる ｡ 通例当該構成国にお
いて 用いられて い るもの とは異な っ た契約条件に同意す る ことは困難で あるとい える ｡ - 当事
者に とっ て ､ 相手方の 本国で 一 般に用い られて い る標準契約の契約条件に同意す る ことは､ 経
済的または法律的理由か ら困難または全く不可能たりうる ｡ しかし､ 同様な理由から､ 最初の
契約当事者の本国で通例で ある条件を受け入れる こ とは､ 相手方に とっ て も困難たりうる ｡
30 なかんずく , 異な っ た法体系に習熟して いない消費者及び EMU(中小企業連盟) は､ 国
境を越える行為の 締結か ら排除されうる｡ これは､ 国内市場の機能の 改善に寄与す べ き 一 連の
共同体規定の ための論拠の 一 つ で あ っ た. 商品及びサ ー ビス給付の提供者が他国の 消費者 との
ll
A取引を非経済的なもの とみな し､ それ をやめる可能性す らある ｡ 転売 ､ 転譲渡 の分野で は ､ 下
位の 一 及び納入の 注文に つ い て適用される法規定 は ､ 様々 な構成国で非常に異なっ て い る 15)｡
こ の違い は､ か ような下位 の注文 につ き申込者､ なか んずく KMUが ､ 国境を越えた合意を締結
する ことを困難にする ｡
31 異な っ た国家の規定は､ 企業 一 般において か つ 特に RMU及 び消費者におい て (特に情報
の入手及びありうる法的紛争のために)行為と結びつ いた費用も また高めうる ｡契約当事者は､
場合によっ て は､ 彼らに知られて い な い他国の法律の解釈及び適用 につ い て情報を受 け､ ある
い は法律の助言者を介在さ せ る こ とを強い られる ｡ 適用されうる法律が契約上選択されたとき
は ､ これは､ そ の法律が選択されなか っ た契約当事者 にも適用される ｡ より狭い範囲で これ は ､
当事者が標準的契約条件を合意し ､ これが総て の 問題をカバ - するもので はない契約にもあて
はまる ｡
32 この行為と結び つ い た高額の費用は､ それを越えて ､ 例 えば､ 外国の供給者が, 潜在的
な顧客と同じ国に居住する供給者 と競合する場合は､ 競争上 の不利益 となりうる ｡
33 委員会ほ､ 前記 の事情が どの程度国内市場の ために問題を投げか けるか ､ そ して契約法
と関係するい かなる他の所与 の条件が同様に国内市場の 作用能力 に影響を与えるかに関する情
報を求める ｡
3 . 3 共同体法の統 一 的適用
34 ヨ ー ロ ッ パ共同体は, 法の制定に際して ､ 共同体法の統 一 的形成並 びに加盟国における
その統 一 的国内施行及 び適用 を試みなければならない o, ヨ ー ロ ッ パ共 同体によっ て公布された
措置 は､ 相互 に調和 し ､ 総て の参加国におい て等 しく解釈されか つ 同じ効力を生じなければな
らない ｡ ヨ ー ロ ッ パ 裁判所は､ ｢共同体法の統 一 的適用及び平等原則は､ そ の趣旨及び意味の探
求のために明示的に加盟国の 法を指示 しない ､ 共同体法の条項 の概念が原則 と して総て の共 同
体にお いて自治的か つ 統 一 的に解釈され る べ きこ とを要求する+ と決した】6)｡
35 契約法の分野で は共同体は､ 単に断片的な調和 のみを実現 した｡ このやり方及びなんら
かの無視しえない市場の展開は ､ EC法の 矛盾す る適用 に導きうるか もしれない ｡ 従っ て ､ 例 え
ば, 特定の状況の もとで 17)､ 訪問販売指令とタイム シ ェ ア リング指令の両方を適用する こ とも
可能である ｡ 両指令は, 消費者 に解除権を与えるが ､ この権利の行使期間の長さ は様々である ｡
法条項 の間の かような抵触がむしろ例外で ある として も, 委員会 は､ EC の法規定の 間の ありう
る矛盾に基づく問題に関する情報を歓迎するで あろう .
36 EC法 における抽象的概念 の使用もまた ､EC の法規定及び国家的措置の統 一 的国内施行ま
たは適用に際して 問題 に導きうる ｡ 抽象的概念は､ 各々 の 国家的法秩序におい て全く異なっ た
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条項 の中に沈殿 して い る法規の概念 の ために存続 しうる 18)o
37 一 般的には様々 な指令の条項は ､ 指令が様々 な問題を解決する こ とによ っ て明らか にさ
れうる ｡ 従 っ て ､ 特定の 問題 の解決の ために用い られる概念が ､ それ とは異なっ た関係が生じ
たときに ､ ち ょうど同じように解釈､ 適用 されねばならない ことは要求されえない ｡ しかし,
異な っ た問題設定により説明されえない概念及び理念 における違いは ､ 除去される べ きである｡
38 更 に, 加盟国がEC指令の 国内施行に関して公布 した内国の 法規定は , こ の 抽象的概念の
国内の理解に基づく ｡ この概念は､ 個々 の加盟国において実に様々 に理解されうる19)｡ 一 般的
な概念及び理念の統 一 的な共同体法上の理解の欠鉄は ､(少なく と もそれが特定の 事実管轄また
は複数の 関連ある事物管轄に関わる限り) 様々 な加盟国の 取引 一 及び法実務にお ける違い に導
きうる 20)o
39 この間題は､ 上記 の契約法の 一 般的概念に関わる水平線上の 問題におい て の み立て られ
る ので はない ｡ それは､ 金融サ ー ビスの分野の ような特定の 経済部門につ い てもまた役割を演
じる . そ れはランフ ァ ル シ ー 報告 21) におい て言及されたo
40 上記に述 べ られたような問題 を避けるために ､ 委員会は ､ 必要な統 一 が従来の議論 の切
り 口 の更なる追及によっ て確保されうるの か ､ それ ともそれが他の手段によっ て改善されねば
ならない のかにつ いて の考慮をなす ｡
契約法の 分野における ECの将来の主導権の ための選択肢
41 本報告における反応は ､ 国境を越える行為における国内市場の作用能力の侵害へ の 指示
を包含す る｡ この 間題が個 々 の 事例 に割り当て られた議論の切り 口によっ て は十分に解決され
えない とすれば､ ECの 領域における契約法上 の 規定の 包括的な調和 へ の 水平線上の 措置が観察
に現れうるであろう｡ もち ろん委員会そ の他 の ECの 機関の 関与の権能は ､ 当然に この額域に制
限されて い る｡
42 措置は､補充性及び関係適合性に つ いての EC条約5条並びに議事録 に適っ た補充性及び
関係適合性の原則 と調和 して い なければならない ｡ ヨ 一 口 ツ /i議会が､ より良い法の定立に関
する報告に対す るそ の態度決定22) におい て述べ たように ､ 補充制の原則は､ それによ っ て 統 一
がそ の権能の法 に適っ た行使に際して制限されない 拘束的な法規範である ｡ この原則 の正 しく
秤量された適用に逢着する必要性は､ 多くの加盟国 23)及びヨ ー ロ ッ パ研究所によっ て強調 され
た｡
43 補充性の原則は, 共同体の嶺域における共同体の権能の行使のための 規準 として役立つ ｡
補充制ほ ､ 契約上確定された目的と 一 致 して適用される べ き動的な概念である ｡ それは､ 事情
が これを要求する場合 に､ 共同体にそ の権能の枠内でその活動を拡張 し､ またはそ れがもはや
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正 当化されない 場合は､ 御限または 中止す る こ とを許容す る 24)｡ 共同体の 額域 にお ける措置は ､
加盟国の嶺域での措置に比 べ て 明らかな利益 を伴っ て い る ｡ EC の 総て の嶺域で作用す べ き措置
が問題になる場合は､ 共同体の嶺域で の行為は, 疑い もなく, 総て の 国家法秩序におい て 同種
の 規定が存在する こ とを最もよく担保 し, か つ 加盟国の 有効な共同作業を促進 しうる ｡
44 その 他法規範は､ 有効で ､ 国家､ 地方 または地域の官署や民間の会社に過度 の 強制を課
す ぺ きではない ｡ 共同体法の 一 般原則 に属する 関係適合性の原則 によれば､ 共 同体機関 の行為
は ､ 当該規定に よ っ て 許容された方法で追求される目的の達成 に適切か つ必要なもの の 限界を
越える べ きで はない o それ に際して複数の適切な措置を選択しうる ときは , 最も負担の 少ない
もの が選択される べ きで ある ｡ 更 に ､ 惹起された不利益は､ 追求された目的と相当な関係に立
つ もの でなければな らな い 25)｡ 明らか に委員会は ､ 契約の 目的 の追求に際 して加盟国の努力の
支援の ために必要な総て の 措置 を提案する義務 を負う o それに際して委員会 は ､ 確定された目
的が政治的及び法的な意味 にお”て達成 され る こ とを確保する 二 つ の 立脚点 を有する ｡ これら
の立脚点は､ 共同体規定 にお い て確定 された目的を自らの行為によ っ て達成す る ､ 国家及び地
域の官署及び民間の会社の能力及び こ の 日的 と国家または地域の実務との適合性または 一 致で
ある 26)a
45 報告､ グリ ー ンブッ ク及び白本の形で の 立法提案作業は ､ 民間経済 ､ 民間会社及びあら
ゆる分野 での機関が この 目的が達成される べ き立法行為の 目的適合性､ 並びにその 範囲及び内
容を表明する ことを可能にする ｡ 更 に , 委員会は､ そ の活動分野の確定に際 して ､ 最終的に法
適用者の事実上 の必要 に合致する立法行為がなされる ように ､ 民間会社並 びに経済界を関与さ
せ るように試みる であろう o この報告並びに最終文書は､ 共同体の活動が必要かどうか, 必要
とされる場合 札 どの分野で必要 とされる の かを探求する という目的に資する ｡
46 個々 の事例 に関する解決 の切り 口で は問題を完全 に解決す る こ とがで きない事例の ため
に観察に現れうる 一 連の 選択肢がある ｡ こ の 報告 は ､ 四 つ の可能なシナリオ につ いて 短い 外観
を与える ｡
I EC の措置をなんらなさない 場合
Ⅱ 国家法秩序 の平準化 に導く契約法 の 共通原則 の作成の促進
Ⅲ 既に発効して い る法規定の 性質の 改善
Ⅳ ECの領域 にお ける新しい包括的な法規定 の公布
それ以外に ､ 相互 に結合されうるそれ以外 の選択肢も考えられうる｡ こ れらの選択肢は, 輿
約法その 他の私法の他の 分野 に拡大されうる ｡ 各選択肢は､ 特定の経済分野 に関わるかまたは
分野 を越えて適用されう る o ある措置 の義務は ､ それがどのような領域 に適用 されるか､ 及び
いかなる利益に関わるか に依存す るで あろう o しか し､ 総て の選択肢 にお い て ､ 契約当事者が
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彼らの ために最も適切な契約条件を採用しう る とい う原則が妥当すべ きで ある ｡
48 それがヨ ー ロ ッ パ の イ ニ シアテ ィ ブの枠を超 えるがゆえに ､ ここで は議論されない それ
以上 の 可能性は､ ウィ ー ン統 一 動産売買法 と比較されうる が､ そ の効力の範囲が商品売買をは
るか に越え る こ とになる ､ 契約法 の領域で の 国際条約の 作成であろう｡ 同様 にウィ ー ン統 一 動
産売買法の規定は､ そ れによっ て取引 - 及び法実務におけるその受け入れが改善される選択肢
Ⅰ及びⅡ におい てもまた顧慮 されうる o
4 . 1 選択肢Ⅰ :ECの措置をなんらなさない 場合
49 多くの事例で市場 は､ 公に配慮の必要性 を喚起する 問題の解決者で あるが , 固有の 解決
もまた展開 しうる ｡ 様々 な社会の 価値の 観念及び公 にされた見解に反応する市場の 能力は ､ 過
小評価すべ きで はない ｡ 市場 によっ て惹起される数多くの 問題は､ 当該利益団体 (消費者､ NRO
(非政府組織)､ 事業者) が競争を利用し､ 圧力を行使す る場合には､ 自ずから解決される ｡ 国
家の官署は､ 私的な利益 と公の 利益 の この ような 一 致を促進 しうる ｡
50 国境を越える行為の場合に支援と勧告を提供する加盟国または経済団体の様々 な刺激は､
( それが例えば新しい技術の 利用 を推進 しまたは新しい事業方法を促進する ことによっ て) 市
場を特定の方向に操縦しうる ｡ かような措置は､ これが隠れて存在する場合で あろう と事実上
存在する場合で あろう と, 国境を越える取引の 危険に対す る不安と抵触するもの で ある ｡ 経済
参加者の 様々 な能力は､ 国境を越える行為に際して確定される 問題の解決に有効に寄与しうる ｡
かく して経済団体は ､ KMtJ(中小企業連盟) の ため に勧告の サ ー ビス を提供しうる 27)｡
51 経済的な展開 - なかんずく, 市場の真正な国内市場 との提携の増大 - は ､ 国内の政治家
及び立法者に と っ て ､ 他の 加盟国の 当事者との契約から生じる問題 のための 解決を見出す刺激
をも創り出す ｡ 拘束的なEC条約によっ て推進されるの で はなく ､ 経済的な発展 に基づくある程
度の ｢柔らかな調和+ が発生 しうる ｡ 契約当事者の ための真正な ､ 自由に選びうる法的な選釈
肢､ 存在する条項及び実務に関す る完全､ 正確か つ 一 般 に入手 しうる情報並び に公正かつ費用
の かからない選択可能な紛争解決機構が存在するとすれば ､ それに よっ て共同体内の取 引の若
干の 問題は解決されうるで あろう｡
4 . 2 選択肢Ⅱ : 国家法秩序の 平準化に導く契約法の 一 般原理の作成の促進
52 国家契約法秩序の 平準化 を達成するために ､ 委員会は ､ まず第 一 に比較法的な検討及び
- なかんずく - 学者及び (裁判官や専門家を含む) 実務家の共同作業を促進しうる ｡ この共同
作業は ､ 国内契約法の 特定の分野で 共通の 原則を作成する こ とを目的としうる ｡ 既に存在する
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こ の 分野で の作業､ なか んずく , 学問的研究の成果及び国際科学フ ォ ー ラムで まとめられた結
論が利用され､ か つ さらに発展させ られうる ｡ この研究 - 及び共同作業 の ための枠組みは ､ EC
の機甲 - なかんずく委員会 - が調整役 を引き受けうる 一 種の 協力関係を形成 しうる o 国家を越
える契約の 分野で は､ 共通の 解決 ､ 原則またはル ー ル が作成されうる a
53 この議論は､ 共通 の 原則か ら特定の契約の種類のための指針または特別 の行為の規範集
の作成まで の実に様々 な帰結に導 きうる o 共通 の原則は､ 新し い契約の 作成に際 してまた契約
の履行に際して 契約当事者 に利用 されうる ｡ それはまた , - なか んずく国境を越えた事例 にお
いて - それが弓紺 的な国家法が 一 義的な解答を与えずまたはそ もそ もなん ら規定の ない 法律問
題に つ い て 決定をなさねばならない場合 に , 国内の 裁判所及 び仲裁法廷 に よっ て 用い られうる ｡
裁判所及び仲裁法廷は､そ の場合それ ら によ っ て適用された原則が ECの 総て の 国家法秩序 に と
つ て共通 の解決で ある こ とを知っ て い よう ｡ 同時に外国の法 を適用 しなければならない 国内裁
判所 は､ このような方法で ､ いかなる 一 般的原則がこの法の 基礎になっ て いるかにつ い て の 一
般的観念を創出 しうる ｡ 指針は､ 契約法の 分野 における新しい法規定の作成または古い法規定
の改正 に際して 可能な限り加盟国またはEC によっ て追求されうる ｡
54 共通原則 の適用は､ それが長期間継続的 に適用され, かつ 相応 の 一 般的な法的確信 を形
成 して い る限り, 慣習法の発生にすら導きうる ○ そ れにより国内市場の十分な作用能力に影響
を与えうる , 加盟国の存在する取引実務が影響 を被りまたは変更 さえされう る ｡
55 こ の 共通の 原則または指針が存在し､ かつ 加盟国の 総ての 関係する部門がそれに同意す
る限り ､ それを適用す るで あろう者がで きるだけ包括的に情報を受 ける よう に配慮すべ きであ
る｡ それにより共通の原則または指針の統 一 的適用が確保されるで あろう ｡ しかし､ これ は任
意という基礎の上 にの み適用されうる ｡ 十分に多数の法律家並びに共同体または国内の立法者
がこれを継続的に行う場合 に , ヨ ー ロ ッ パ 契約法の分野で の 平準化 の強化が達成されるで あろ
う｡ しか し､ この選択肢がそ の目的 を満たすためには､ 共通の原則は ､ 当然にそれが総て の正
当な期待を満たす と定義されねばならない ｡
56 標準的な契掛まもうひ とつ の解決たりうる ｡ 商取引の負担 の軽減の ため に総て の 加盟国
で数多くの標準契約が用n られて いる ｡ 契約当事者がかような標準契約を用 い る場合, 彼らは
もはや総て の契約条件を個々 的に商議する必要はない ｡ それは､ 契約当事者に ある程度 の確実
さもまた提供し､ほとんどル ー ルに近 い もの といえる ｡まさに この ため に契約当事者に とっ て ､
その 本国で 一 般に用 い られて い る標準約款が用 い られない ､ 他の加盟国の 当事者との 契約を締
結する ことはしばしば困難となる ｡ すなわち､ 様々 な加盟国からの 当事者は ､ 事情によっ て は ,
そ の本国で標準に適っ て い る ものとして用 いられて いる様々 な条項に慣れ親しんで い るので あ
る o この 間題は, 全部の EC の中で用い られうる標準契約が作成される とすれ ば､ 共同体法に 一
致 して解決されうる . 委員会 臥 関係す る部門によるかような標準契約の作成 を促進しう るれ｡
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4 ･ 3 選択肢Ⅲ : 既に効力を有す る法規定 の性質の 改善
57 リスボ ンの ヨ 一 口 ッ′治 議は､ 委員会 , 議会及び加盟国に ｢2001年まで に秩序政策的規
則集合の単純化に関する より 一 層の 協調的措置のための戦略を ･ - 確定す る こと+ を要求し
た ｡ 委員会は ､ ス トッ クホルム の ヨ 一 口 ッ ′1
o
議会中間報告 28'で直ちにそれ に応じた｡ それはこ
れまで の 総括を行い ､ リスボンで公布された実務 へ の委任の 具体的施行に関する暫定案を提示
するもの で あっ た ｡
58 現行法規定の 性質の改良は , まず第 一 に ､ 現存する手段の 現代化 を前提す る｡ 委員会は､
存続する手段 の整理､ 法典化及び新たな制定 29'の蘭域に 剖ナる既になされた措置を継続 し, か
つ それに際 してなかんずく透明性 と明確性 を顧慮する こ とを意図した｡ 編纂上の質 も同様に改
善される べ きである ｡ 構成及び用語は より統 一 されうる ｡ 法文の 作成 における この 変更以外に
も､ 更に ､ 努力が体系的に現行法規定の 内容的な単純化及び明確化 に集中す べ きで ある 30,｡ 最
後に委員会は ､ 共 同体の 法規定がいか なる効果 を発生す るか､ 事情によっ て は現行法規定を変
更するかどうか を検討する 31)｡
59 適切な事例で は､ 指針の規定もまた単純化される べ きである o ECは､ 既に数年前から共
同体法の 単純化 の 政策 を追求して いる o 国内市場の ための より単純な立法というイ ニ シアテ ィ
ブ 32) は､ 依然 として単純化 へ の 継続的な努力の ための最も野心的な事例の 一 つ である ｡ この 単
純化作業は 33'､ 現行法規定の 質を改善し､ その数を減少しかつ 同時 に法規定の 間の不調和また
は矛盾 を除去する機会 を提供す る｡
60 新しい 規定を公布する前に ､ 存在する法規定が所与の 場合に内容的 に適合させられる と
すれば､ それはより 一 層の 改良を意味す る ことになるであろう34)｡ 例えば､ これが必要か つ 目
的連合的で ある限り､ 様々 な指令の適用嶺域 は, 既にこれ らの指令によっ て 包含された契約ま
たは行為と同じ指標を有するが ､ 種々 様々 な理由から指令の 交付時には 包含されなか っ た契約
ない し行為に拡溝 される べ きで ある . それによ っ て明確に限定された活動領域または行為の特
定の種類の内部でより大きな統 一 が達成されるで あろう 35'｡ そ れに 一 致 して再度, 様々 な指令
の中で 同様な問題がどうして異なっ て解決されたの かが再考される べ きで ある｡
4 ･ 4 選択肢Ⅳ :ECの 蘭域 にお ける新 しい包括的な法規定の公布
61 もうひ とつ の可能性は ､ 一 般的な契約法上の問題並びに特種の 契約の ため甲規定を含む
包括的な法文 を公布する こ とで ある ｡ この選択肢において はなお､ どのような種類の 法的な手
段が この ために獲得されるか ､ 及び拘束的な措置がどの程度用い られなけれ ばならない かにつ
いて議論されねばならない ｡
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62 法的手段の 選択は ､ 多くの 要素､ わ けて も どの ような調和の 程度が求められて いるかに
もまた依存す る ｡
63 指令は､ 一 方では ､ そ れが国内施行規定 をそ の 国の 具体的な経済的 ､ 法的な関係に適合
させ るように ､ 加盟国になん らか の 形成の余地 を与える｡ 他方で は, そ の場合国内施行に際 し
て 国内市場の 作用能力が場合に よっ て は影響を受 けるで あろう とい う違 いが存在 しうる ｡
64 規則の制定は ､ 加盟国にその 国内法秩序 へ の受 け入れに際 して あまり裁量の 余地を与え
ない が , 経済の 参加者に国内市場にお ける透明かつ統 一 的な条件を保証しない ｡
65 完全な自由意思 に基づくモデルが選択される場合にの み推薦が問題となりうる ｡
66 提案され る ぺ き措置 の拘束的な性質に関する限り, 相 互に もまた結合されうる以下 の議
論 の切り 口が提案され る ｡
a) 当事者 によっ て選択されねばならない 全く任意の モ デル ｡ 事例 : 当事者がそ れがその契
約のために効力を有する こ とを合意 した場合に のみ適用 されうる , 推薦36) または規定 37)｡
b) それが契約上排除されて い ない 限りにおいて適用されう る規定｡ かような規定は､ 既に
支払遅滞指令 38) 及びウィ ー ン統 一 動産売買法 39) の中に存在する o こ の議論の切り口は､ 契約
当事者が, ともに存在す る国内の 法規定の適用や契約上の 個々 の規定の ような奥約上異な っ た
解決を選択しうる受 け皿規定に基づくであろう o そ れ とともに ､ そ の 契約の内容を自ら形成す
る当事者の 契約の自由が完全な内容で保証される ｡ 同時 に具体的な約定が契約中に欠けて い る
場合 にの み立ち戻る こ とが必要に なる ｢保証 の網+ が存在する こ とになろ う｡
c) 契約上排除されえない規定
67 第三 の議論の 切り 口 は､ 第 一 の議論 の 切り口 では ､ 国家法がこれか らも共同体法と並ん
で適用されうるの に対 して ､ 現存 の国家法 に取っ て代わる とい う考 えに基づい て い る ｡ 第二 の
議論の 切り口で は､ 共 同体法は ､ 国家法 と並んで適用される か､ またはそ れに取 っ て代わる ｡
68 これ らの ル ー ル の各々 は ､ 強行法及び非強行法を包含する o
69 消費者保護の ような分野で は第二 及び第三 の 選択肢からの結合が考えられる ｡ この 場合
一 般的か つ 自動的に適用されうる受 け皿規定と並んで , 契約当事者によ っ て は排除されえない
若干 の強行規定を規定 しうる ｡
4 . 5 それ以外 の 選択肢
70 既に言及したように ､ 選択肢の リス トは網凍的でなく ､ 指針として の み観察されラる ｡
それゆえに委員会は ､ 確定された問題の 有益か つ有効な解決の ための それ以外の 提案を歓迎す
る ｡
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結語
71 本報告によ っ て ､ ヨ ー ロ ッ パ共同体の機関だけでなく , 一 般､ なかんずく ､ 経済界 ､ 消
費者団体並びに学者及び実務家も参加可能な､ 公開され､ 幅広くか つ立ち入 っ た議論が導入 さ
れる べ きである o 委員会にい か なるフ ィ ー ドバ ッ クがなされるか に従 っ て ､ それはその イ ニ シ
ア テ ィ ブの 枠内で より
■
一 層の措置 につ いて 決定す るであろう｡
72 委員会は, なかんずく､ 国内市場の作用能力の た 捌こ参加国の異なっ た契約法秩序の対
置か ら生じる問題に対する態度に関心がある ｡ 最大限の 利用を可能ならしめるために ､ これら
の指摘はで きるだけ詳細たる べ きで ある｡ 理想として は､ 参加国の契約法で の違い が､ 製造業
者､ サ ー ビス業者､ 商人または消費者の ための共 同体内部の 取引が高度の負担 と結びつ きまた
は全く遮断されるこ とに導く具体的な事例が記述される べ きで ある ｡ 考 えられうる事例は ､ 商
人 ､ 事業者または消費者が加盟国における様々 な法的要求により著しく高額の 費用を負担する
ような場合で ある ｡
73 更 に委員会は, D の 部分で言及 された選択肢(または その他の解決可能性)の いずれが ,
本報告で述 べ られた問題に取り組むこ とに最も適して いるかに フィ - ドバ ッ クする ことに関心
を有 して い る｡
< 注>
1) vgl. 01e Lando ll. Ht1ghBe ale(Hr sg.), P rinciples of Eu rope an Contr a ct La m Parts I and Ⅱ,
(m u w e rLa wlnte rnation al, 200 0);Academ y of Eu rope an Priv ate La wyers, Eu rope an Contra ctCode
-
prelimin arydr aft,(Univ e rsita Di Pavia, 20 0 1), 以下では , ｢パヴィ アグル ー プ+ な い し ｢ヨ
ー ロ ッ パ民
法典研究グル ー プ+ と呼ぶ o ヨ ー ロ ッ パ民法の 問題性に関する包括的議論及び詳細な典拠は, Hartka mp,
He s s elink, Ho ndius, JotlStra, Pe r ro n (Hr曙 ,), To w a rds a EtlrOpe an Civil Code (Elu wer La w
lnter n ation al, 19 9 8).
2) A Bl. C 15 8vo m 2 6. 6 . 19 8 9, S.4 0 0(Ent8ehlie s tlng A2･15 7/8 9),
'
A B L. C 20 5vo m 2 5. 7. 1 9 9 4, S.5 1 8
(Ents chliess ungA3-032 9/9 4).
3) A B L. C 3 7 7, 29, 12. 20 0 0, p .323(Entschliess ungB5-02 2 8, 0 2 2 9- 02 3 0/2 0 0 0, S.3 2 6, Pu nkt 28).
4) タン ベ レの ヨ ー ロ ッ パ議会､ 1 5. u .16 0 ktober 19 9 9, Schll SSfolge m nge n des Vor sitz es, SI(1 99)8 0 0.
5) K OM(2 0 0 0)1 6 7vom 2 4. 3. 2 0 0 0. 最近では2 0 0 1年5月に手直 しざれたQ Vg. K O M(2 0 0 1)2 78 e ndg.
Ⅵ) m 23. 0 5. 2 0 01.
6) E O M(2 0 0 1)6 6endg. v om 7. 2. 2 0 0 1, S. ll.
7) バ ヴィ アグル ー プは､ 近時 ｢ヨ ー ロ ッ パ契約法典 一 予備草案+(Universi 紘diPa via, 2 0 0 1).を公刊した｡
本書は､ ヨ ー ロ ッ パ私法法律家会議によっ て作成されたもの である o 本絵典の規定及び解決は､ E U参加
国及びスイスの 法律に依拠 してお り, 契約 の締結, 内容及び形式 ､ 契約 の解釈及び効力､ 契約 の履行及び
不履行 , 終了及び消滅 , そ の他 の契約障害及び接律上の救済を規定する｡
8) (そ の活動の大部分が E ロ委員会により資金援助を受けてい る) ヨ ー ロ ッ パ契約法委員会は､ オ レ ･ ラ ン
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ド - 及びヒ ュ - ･ ビ ー ル 窟集 の ヨ ー ロ ッ パ契約法原則第 一 部及び第二 部 (m tl W er La w lnte rn atio nal,
2 0 0 0) を公刊 した ｡ 本書に は ､ 契約の 締結 , 効力､ 解釈及び内容､ 代理 人 の代理権 , 履行 , 不履行及び
法的救済における ヨ ー ロ ッ パ 共同体参加国の共通原理が規定されて い る ｡ 本書は ､ 共通規定の定式化の た
め の逐語的な提案及び各規定に関する解説及び比較法的な分析を含む｡
9) もう 一 つ の 重要な学者グル ー プの活動は ､ 1 5 の参加国及び若干の 申請国の 大学間係の専門家が加わ っ た
｢ヨ ー ロ ッ パ民法典研究グル - プ+ によるも の である ｡ そ れは, ｢売買/ サー ビス給付/長期間契約+､ ｢保
証+､ ｢契約外債務関係+ 並びに ｢動産所有権の移転+ とい っ た簡域に関わ り､ 更には , 最終的に こ の専門
分野の ための十分に定式化されか つ注釈の つ けられ た草案の ため の基礎 として役立つ 比較法的な研究を
完成させる ｡
1 0) 消費用品の 売貴及び消費用品のため の担保の特定の側面に関する 1 9 9 9年5 月2 5日 の ヨ ー ロ ッ パ 議会及
び幹部会の 指令1 99/4 4/E G(A Bl. L 171 vo m 7. 7. 1 9 9 9, S.12). 消費者契約にお ける涯用条項に関す
る 19 9 3年 4月 5日 の幹部会指令 9 3/13/EW G(A Bl.I, 9 5vom 2 1. 4. 1 9 9 3, S_2 9). パ ッ ク旅行に関す
る 19 9 0年 6 月1 3日 の幹部会指令 90/3 1 4/EW G(ABl. L 15 8vo m 2 3. 6. 1 9 9 0, S.5 9). 営業所外で締
結された契約の場合における鞘費者保 掛こ関する1 9 8 5年 12月20日の 幹部会指令8 5/57 7/E W G(A B l.
L 3 7 2v om 3 1. 12. 19 8 5, S.31). 消費者信用に関する参加国の法 一 及び管理規定の 平準化に関する 1 9 8 6
年 12月 2 2日 の幹部会指令8 7/1 0 2/EW
▲
G (A Bl. L 42v o m 12. 2. 1 9 8 7, S.48). そ の 改定版 : 指令 9 0
/8 8(A Bl. L6 1v on lO. 3. 190, S1 4) 及び指令 9 8/ 7 (ABl. LI O Ivo 皿1. 4. 1 9 9 8,S.1 7). 通信販売
契約の締結に関する 1 9 9 7年5 月2 0日 の ヨ 一 口 ツ ^
o
議会及び幹部会の指令 97/7/E G(A Bl. L 14 4vom
4, 6 . 1 97, S.19). 不動産の 一 時的利用権の取得に関する契約の特定の側面に関する取得者の保護に関す
る 19 9 4年 1 0月 26 日の ヨ ー ロ ッ パ 議会及び幹部会の指令9 4/47/E G(A Bl. L 280 v o m29. 1 0. 19 9 4,
S.8 3).
l l) 例えば, 独立的商事代理人に関する参加国の法規定の 調整につ い て の 1 9 8 6年 12 月 1 8日 の幹部会指令
86/6 5 3/E W G(A 玉L. L3 8 2v o m3 1. 1 2. 1 9 8 6
,
S .1 7)､ 国内市場にお ける情報会社のサ ー ビス ､ 特に ､
電子商取引の 特定の 法的側面に関する 2 0 0 0年6月8日 の ヨ ー ロ ッ パ議会及び幹部会の 指令 2 0 0 0/3 1/
E G(A B L. L 17 1vo m 1 7. 7. 2 0 0
,
S.1)､ 取引に 創ナる支払遅滞の紛争に関する 2 0 0 0年6月 2 9日の ヨ ー
ロ ッ パ 議会及び幹部会の 指令2 00 0/3 5/E G(A Bl. L20 0vom 8. 8. 20 0 0, S.35), 敢庇ある製品に対す る
責任に関する参加国の 法 一 及び管理規定の 平準化に関する 19 8 5年 7月 2 5 日 の 幹部会指令 8 5/3 7 4/
E W G(A Bl. L2 1 0v o 皿7. 8. 1 9 8 5, S.2 9), そ の改定版 :指令9 9/3 4/E G(A Bl. L1 4 1v o m4. 6. 19 9 9,
S.2 0)､ 国境を越える振替に関する 1 9 9 7年 1 月 2 7 日 の ヨ ー ロ ッ パ議会及び幹部会の 指令 97/5/E G
(A Bl. L 43v o m1 4. 2. 19 9 7, S.2 5) 参照o
12) 2 0 0 1年2月 7日に最終的に効力を生じた､ K O M(2 0 0 1)66, S.l l.
13) 19 8 0年 の契約上 の債務関係に適用される べ き法律に関する ロ ー マ 協定(改定版 :A Bl. Cv o m2 6. 1. 19 9 8,
S.3 4).
1 4) こ の協定 と並んで民事 一 及び商事事件にお ける裁判管轄及び裁判上 の判決の執行に関する 19 6 8年9月
2 7日 の ブリ ュ ッセ ル協定もある ｡ 本協定は, こ の協定の新 しい締結国の参加に関する協定により変更 さ
れた｡ 本協定には法的紛争の場合にどの裁判所が管轄を有するかが定められて い る Q 2 0 0 2年3月1日か
ら､ こ の協定の代わりに､ デン マ ー クを含む疲ての参加国に対して ､ 民事 一 及び商事事件にお ける裁判管
轄及び判決の東認及び執行に関する2 0 00年 12月 2 2日の幹部会規則(E G NrA 4/2 0 0 1, A 乱 L1 2vo m1 6.
1. 2 00 1,S .1) が効力を生じたo
15) そ の結果イタリアに峠再委託の許容に関する特別の 法規定が ､ フ ラ ンスに は再委託の許容にお ける支払条
件に関する法律がある｡ 他方において大部分の参加国では契約関係 につ いて の民法典の規定が適用されう
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る ( ドイツでは再委託は , 19 7 6年の普通取引約款規制法 (現在ではド民3 0 5粂以下) 及び若干の 民法典
の規定に服する)Q
1 6) Re chtss acもe C13 5 7/9 8(TheQuee n vSec r eta ry of State for the Ho m eDepa rtm e nte xpa rte: Nana Ya a
Ko nadu Yiado m , Slg･2 0 0 0, I
･9 265, Ra ndn r. 2 6). vgl. atlCh Rs . C･2 8 7/98(Lu x e mbu rgrLin ste r,
Slg･2 00 0, ト6 9 17, Ra ndn r. 4 3), Rs. C･3 87/9 7(Kom missio n/G riche nland, Slg.2 0 0 0, I -5 0 4 7), Rs.
C-3 2 7/8 2(Ekr o/Pr odllktschap vo or Ve een Ⅵ e e s, Slg. 19 8 4･1 0 7, Ra ndnr. l l). 統 一 的な適用の原則は､
私法の 領域でも適用されうる : vgl. Rs . C-3 7 3/9 7(Dio nisio sI)ia m a ntisrElliniko Dim o sio, Orga nism o s
lkon omikis Anasinkr otisis Epikhirise on A E(O A R), Slg.2 0 0 0, I ･1 7 05, Ra ndn r. 3 4ll nd Rs. C14 4 1/93
Pafitis u, a. /TIこEll. a.
, Slg.1 99 6, I
1
1 3 4 7, Randnrn . 6 8bi島 7 0.
1 7)ノ Vgl. Rs . C
-4 2 3/97
,
T hv el･VacS. L. u nd Ma n tle Jo s白 Antelm Sanchis,Slg. 1 9 99, ト2 1 9 5.
1 8) これら の 問題は､ 最近, ハ イ レベル の独立した法律専門家の グル ー プによフて作成されたE Pの研究にお
い て検討された ｡ そ こ で は, 例 えば損害とい う概念は , ｢責任を規定する ヨ ー ロ ッ パ 法は ､ まだ損害とは
何であるか , ある い はそれがどの ようにして定義されうるかに つ い て の合理的な統 一 的観念すらもっ て い
ない ｡ それは､ 当然に こ の分野における ヨ ー ロ ッ パ の指令を展開きせる総て の 努力を阻喪させるおそれが
ある+ と述 べ られて い る : ヨ ー ロ ッ パ議会, D G fo rRe s e a rch: ｢差別禁止及びヨ ー ロ ッパ 民法典の創造の
観点よりする ヨ ー ロ ッ パ連合における私法の体系の研究+ (P E16 8. 5 1 1, p.56). 若干 の指令 (指令85/
3 74/EWG 9粂､ 指令 8 6/6 5 3/EW G 1 7条) は ､ ｢損害+ という観念の 異なっ た定義を包含する ｡
しか し, 各定義は､ それぞれの指令につ い て の み効力を有する ｡ 他 の指令 (指令 9 0/3 1 4/E WG 5条)
ではそ の概念が用い られては いるが , 定義はされて い ない ｡
1 9) この間題は ､ 日下 ヨ ー ロ ッ パ裁判所に係属して い る事件が明らかにする(C-1 6 8/0 0, Sim one Leitner/TUI
De ut畠Chla nd GmbfI & Co K G)｡ 原告が , 彼がオ - ストリア法に従い ドイツの旅行会社との 間で締結した
パ ック旅行契約に基づい て ｢観念的な投書+ (入 院により失われた休暇期間) の賠償を請求した ｡ オ ー ス
トリア法によればか ような捜害の 賠償請求権は存 しないが , ドイツ法及びその他の参加国の法によれば存
在する ｡ 原告は, / てッ ク旅行指令5条が ｢観念的な損害+ を含む概念である ､ 具体的な ｢損害+ に依拠し
て いる とい う見解を主張した ｡
20) 委員会は ､ 例えば､ 代理商指令の適用に関する報告(E O M(1 9 9 6)3 6 4e ndg. v om 2 3. 7 . 1 9 9 6)にお いて ,
そ の指令に定められて い る損害賠償の 付与につ い て の体系の適用が, 損害額が様々 な方式に従 っ て計算さ
れるがゆえに ､ フ ラ ンス 及びイギリスで は同様の事例につ いて全く異なっ た実際上の 帰結に導く こ とを表
した｡
2 1) こ こ に述 べ られて い る問題は､ 契約法の蘭域外でも存在する｡ ア レクサンダ ー ･ ラム フ ァ ルジ - 議長の も
とで の賢人会議は ､ ヨ ー ロ ッパ有価証券規則に関する報告の 中で (それによ っ て参加国における こ の指令
の異なっ た適用が可能になる) 若干の金融分野の指令にお ける多義的に定式化された概念の使用か ら生じ
1た問題を指摘 した (最終報告 :Brnss el, 1 5. 2. 2 0 01,Anha ng5 (最初の報告は 200 0年 11月 9日))o
2 2) E O N(2 0 0 0)772 end首. vo m30. l l. 2 0 0 0, S.3.
2 3)
-
K O M(2 0 0 0)77 2e nd首. v o m30. l l. 2 0 0 0, S.3.
2 4) 補充性と関係適合性の原則の適用に関する綱額参無 (A Bl. C340 vom 10. l l. 197, S.1 0 5)｡
25) Rs. C･3 3 1/88 (Fedes a, Slg. 190, 卜 4 0 23, R dn r. 13); Rs . C･1 3 3/93, C･3 00/93 u nd C･362/9 3
(C rispolto ni, Slg. 19 9 4, I･4 8 63, R andn r. 4 1); Rs. C ･157/9 6(The Qtle en V Ministry of Agriculttlre,
Fis cherie8 and Fo od
,
Com mis sion e r s of Ctl StOm S & Excise, ex parte:Nation al Fa r m e rs
'
union, Slg.
19 9 8, ト2 2 3 6, Ra n血 r. 6 0).
2 6) E O M(2 0 0 0)7 7 2endg. vo n3 0. l l. 2 0 0 0, S.8･9.
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27) こ の 場合国境を越える標準契約 (M u ste rvertrag) につ い て の 任意の合意による国境を越える契約におけ
る問題の解決に関する (国内の) 産業団体のイ ニ シ アテ ィ ブに関する 二 つ の事例がある ｡ - 19 9 9年に六
つ の ドイツ産業団体 と下請け産業労働組合が 国境を越える契約の ため の 一 連 の 最小限の 条項を合意 した｡
しか し , こ の 標準契約は , ドイツ法に従 っ て締結された国境 を越える契約につ いて の み用 い られう る (莱
約当事者は､ 当該国境を越える契約にドイツ法が適用される こ とに つ き合意して い なければならない)a
そ れ は, 価格, 秘密性, 方式 ､ 製作手段､ 保護権 , 担保 ､ 責任､ 製品 の損害などに関する規定を含む｡
- O R GAu M 玉(ヨ ー ロ ッ パ機械製作 - ､ 金属加工及び電気産業同盟) もまた､ 企業 の国境を超えた共同
作業を促進するため に, 国際的な ｢シ ンジケ - ト契約+ のための標準契約を作成した .
2 8) ｢立法の ため の 枠条件の 改善及び簡易化+ に関するヨ ー ロ ッ パ議会ス トックホルム委員会中間報告 -
E O M(2 0 0 1) 3 0v o m7. 3. 2 0 0 1.
2 9) 中間報告 - K O M(2 0 0 1) 30 v om 7. 3. 2 0 0 1, S.10参頗.
30) 中間報告 - E O N(2 0 0 1)130 vo m 7. 3. 2 0 0 1, S.10参旗｡
3 1) 中間報告- E O M(2 0 0 1)13 0vo m 7. 3. 2001, S.9 参照｡
3 2) S LI M(国内市場の ため の簡易立法) パイロ ッ ト計画は , 19 96年に国内市場規定の性質の改善, 過剰な法
規定の 削除及びそ の実行と結びつ い た費用の制限を実現するため に喚起された も ので ある｡ S LI M計画は ､
具体的な問題を目指してお り､ 規制免脱手段 としては考え られない ｡ 作業は､ そ れが制限された期間内に
終了しうるように全く特定の分野に集中して い る ｡ 目標は ､ 正確な推薦草案の 作成である｡ 共同体 の機関
ほ､ 法 の単純化がいわゆる共同体の現状に干渉 しえない こ とには同意 して い る｡ 実際上単純化は､ 健康 - ,
労働者 一 及び消費者保護や環境政策 ､ 自由な取引の ような分野で到達 した調和を再び問題にするため に混
用され る ぺ きではない ｡ 基本思考によれば 一 単純化は, 国内市場の 完全化を促進す べ きであり, 国内市場
の解体に資すぺきではない ｡
33) B E S T- 1 9 97年に委員会は , 取引環境単純化作業部会 (B E S T) もまた設立した｡ こ の作業部会は ､ 19 9 8
年に 19 の推薦を含む報告を作成した o これは, 極端に様々 な分野にお ける参加国の企業の環境に関わる
も のである｡
一 国内市場の ため の行動計画 - 19 9 7年に発表された国内市場行動計画により四 つ の戦略的な目標が追及
される : それらは ､ 条項をより有効に形成するこ と, 市場 の歪みを克服する こ と､ 市場 の統合に対する障
害を解体する こ と､ 国内市場を総て の市民 の役に立つ ようにする こ とで ある｡
- よ り よ い立法に関する報告にお ける ､ 単純化に際して到達された前進の総括 - 19 9 5年以来委員会 は,
毎年 E C法の単純化 へ の そ の 寄与に立ち入る, よ りよ い立法に関する報告を公表して い る ｡
一 編纂上 の性質に関する制度内の合意 - こ の 1 9 9 9年3月に公表された合意は ､ アムステルダム の 条約に
基づき､ 委員会､ 幹部会及びヨ ー ロ ッ パ議会を拘束する ｡
34) ｢差別禁止及びヨ ー ロ ッ パ 民法典の創設に関する E U参加国の私法秩序の 比較検討+と いう研究において
は､ 一 般的に ｢国家間条約及び指令の現存規定は ､ 十分に計画された徹底的な検討､ 場合により必要な差
し替え ､ 並びに､ 内容的な補完及び概念的な選別を必要とする｡ それらは ､ 最終的に体系的に調和した全
体概念, 法典編纂の水準に達 したそれにつ いて の形象に関与せ しめるた めに､ 相互 に調整し､ 照合され ､
規定 の重複､ 矛盾及び専門用帝に とらわれた解決か ら免れなければならない+ といわれて いる｡
3 5) 適用領域の制限は多くの指令に典型的である(例えば､ 訪問販売に関す る指令85/5 7 7:それは保険契約 ,
土地に関する契約, 建設請負契約な どには適用されない ｡ 通信販売に関する指令 9 7/ 7 : それは土地に
関する契約及び建設請負契約には適用 されない ｡ 一 時的使用権に関する指令 9 4/4 7: それは少なく とも
3年間につ き締結された契約にの み適用される . 取引上 の 支払遅滞紛争に関する指令 2 0 0 0/3 5/E G:潤
費者 との契約には適用されない)｡
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3 6) 例えば, ヨ 一 口 ッ ′頂 約法原則 1 : 101粂2項参照 (注1 , S.2 参 凱
3 7) こ の場合例として ｢ヨ ー ロ ッ パ株式会社制度に関する幹部会の指令+が 掛ヂられる. そ れに つ き幹部会は ､
20 0 0年 12月 20 日に政治的な方向づけを承認した (Ratsdoknm e nt 14. 8 8 6･00, 1. 2. 200 1)o
3 8) 指令2 0 0 0/35/E G 3条1項b号は ､ 支払時期または支払期限が契約上定められて いない場合に､ い つ か
ら利子が支払われる べ きか につ い て の - 定の 基準を定める ( - 者へ の計算書の到達後3 0日または商品
またはサ ー ビス の受敏後 3 0日)c 3条 1項 d号は , 契約上異な っ た こ とが合意されて いない 限り , 法定の
利息が支払われ る ぺ きだと規定する ｡
3 9) vgl. CIS G 6象
第四節 統 一 ヨ ー ロ ッ パ契約法 : 行動計画の概要
2003年2月 12日には ､ ｢ヨ ー ロ ッ パ 議会及び幹部会 へ の委員会報告 統 一 - ロ ッ /頂 約
法 : 行動計画 (Br臼s s el, de n12･ 2･ 2003 EO朗(2003) 68endgultig) が発表 され ､ ヨ ー ロ ッ パ 統
一 契約法制定に向けて の動きが本格的 に稼動 し始めた｡ 以下に は, そ の概要を示そう｡
まとめ
｢201年7月 の ヨ - - ′頂 約法 に関する委員会報告は､ EC における様々 な国の 契約法の違
いか ら生じる問題が - ロッ パ の圏内で どの ように処理される べ きで あるかに つ い て の諮問 -
及び討議の作業を開始した ｡ 本行動計画は ､ この 過程の 諮問的性格を保持し､ 委員会の 結論を
提示する ｡ そ れは ､ この過程の成果 ､ すなわち ､ 現在の分野特殊的な議論の切り 口 を放棄する
必要はない ことを確証する ｡ それは , EC契約法 の統 一 的適用 の必要性及び国内市場の摩擦の な
い機能 に関わる ､ 諮問の過程で認められた問題 をも包含する ｡
本行動計画は ､ こ の 間題を解決す るために､ 非立法的措置 と立法的措置の 混交を提案する｡
この ことは､ 適切な分野特殊的な関与と並んだ ､ 契約法の 分野で共同体鴇の 針 を高め , EC全
域で適用され る普通取引約款の作成を促進 し､ か つ ､ ヨ - ロ ッ パ契約法の 間琴が, 選択的な法
手段のような分野特殊的で ない解決を必要 とするか どうか を立ち入 っ て検討するための 措置を
意味する ｡
これが必要な場合にお ける分野特殊的な提案の更なる提出と並んで ､ 委員会 は､ これが必要
か つ 可能で ある ときは ､ 契約法の分野における共同体法の 一 部で ある法的手段の間の統 一 を高
めるで あろう｡ これは法典編纂だけでなく､ 国内施行及び適用 にも関わるo これが相当である
限り ､ 提案は ､ 委員会が研究及び総ての関心をもっ て いる 当事者の助けを得て 作成しようとし
て いる ｢共通 の推薦枠+ に関わるで あろう o ｢共通の推薦枠+ は､ 共通の述語及びル ー ル ､ すな
わち､ ｢契約+ や ｢損害+ の ような基礎的な概念及び不確定の法的概念の定義及び例えば契約の
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不履行 の場合 に適用 される ル - ル の ための最 良の解決を用意す べ きで ある ｡ 現在 の ヨ ー ロ ッ パ
契約法の修正 は, 不統 一 を除去 し ､ 編集上 の 質を改善し､ 存在する規定を単純化 して 明確化 し ､
現存の立法 をその制定の ときには予見 しえなか っ た商業上の展開に適合させ ､ か つ そ の適用に
お い て 問題 に導 い たEC立法上の 欠鉄 を充填する ことが可能で ある ｡ ｢共通推薦枠+ の 第二 の 目
標は､ ヨ ー ロ ッ パ契約法の分野で最良の 法的手段に関す る更なる熟考の ための基礎を提供する
ことで ある ｡
利害関係ある当事者によ るEC全域に適用される普通取引約款の 作成 を促進するために ､ 委員
会は ､ ヨ - ロ ツ パ 全域にわたる と 同時 に参加国の 内部で も存在するか または計画された作業の
イ ニ シアテ ィ ブに関す る情報の交換を容易にする こ とを意図して い る ｡ 委員会は､ これか らも
関心を持っ て いる 当事者にか ような作業のイ ニ シアテ ィ ブの ための適用 される べ き限界を説明
するガイ ドライ ンの公表を意図 して い る ｡
最後に委員会は ､ 若干 の 問題が ､ ヨ - ロ ツ パ 契約法の 分野 にお ける選択に委ねられた手段の
ような非専門特殊的な解決を要求す るか どうか に対する態度を期待する ｡ 委員会は､ ありうる
解決の適切さ ､ ありうる法的形式 , 内容及び法的基礎につ い て の熟考を意図 して い る ｡
今後の 予定
2003年2月 に提出された本報告に は､ 付録 として 2001年7月 の委員会報告に対するEC議会
や幹部会の態度表明を含む各界の立場表明が収録されて い る ｡その中でも関心を引い たEC議会
の立場表明の中に含まれて い る今後の予定 を以下 に掲げよう ｡
｢2004年の末まで に契約法 に関する国内の法規定及び判例を含む ､ 総て の共同体言語で呼び
出し可能なデ ー タバ ンクが設置される べ きで ある o こ の基礎の うえに ､ 共通 の法的概念及び解
決並びに総て の個別国家の 法秩序の ための共通の述語 を展開する とい う目的 をもっ た比較法的
な研究及び共同作業が促進 される べ きで ある (委員会報告の選択肢Ⅱ)｡ ヨ ー ロ ッ パ議会は , 原
則 と して その場合に達成された前進 につ い て情報を提供され ､ か つ それ に関する立場を表明 し
うる ｡ 選択肢Ⅱ と並んで選択肢Ⅲもまた追求される べ きで ある ｡ それに 一 致 して委員会は, 覗
行共同体法の 改善に関する立法提案を提出する こ とが要求される ｡ この第 一 段階の 終わりに委
員会は､ なかんずく拡大して い る電子商取引の分野で 国内市場 にと っ て重要な更なる規定の 必
要性が存在するか どうかを検討すべ きで ある ｡ この専門分野の ために議会 は､ 消費者法の特定
の 部分領域が依然と して指令によっ て 規律される 一 方で は ､ 規則 (verordnu ng) という手段 を提
案する ｡
2005年から共通 の法的概念 と解決の比較分析が公表 される べ きで ある ｡ 同時 に委員会は ､ 共
通法及び理論及び実務の 両分野にわたる法律家の ための 発展 に向けられた措置 によ る選択肢Ⅱ
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の成果の 認知の 程度を高める べ きである｡ 総ての ECの機関に ､ これらの共通の法的概念 , 解決
及び専門用語を法制定手続きにおい て統 一 的 に用 いる べ きことが明らかで ある .
第三 に , 国境を越える契約及び純粋に国内の契約の ための共通の 法的原則及び専門用語の 置
き換え に関する共通法 上の 規定は､ 他の法 を選択する可能性を予想するもの で ある ｡ これらの
法規定の 実際上の 効果は ､ 2008年か ら評価され る べ きである o この評価の結論は ､ 2010年から
契約法の 包括的規定の編纂及び潮定に導くべ きで ある｡ 議会は ､ この ために ､ 国際私法の枠内
で 自由な意思の基礎 の 上 に適用されうる規定を優先するであろう｡法的根拠と して 20 3年2月
の ｢ ト ロ ッ パ 議会及び幹部会へ の 委員会報告+ 第95節1)を適用す る こ とが推奨される ｡+
これ による と ､ 20世紀末以来ヨ 一 口 ッ′て議会及び幹部会が ヨ 一 口 ッ′潤 一 契約法の 制定に向
けて積極的な立場をとっ て きたが , ラン ド - 委員会の ような専門家集団 (グル づ ) の 取り組
みが開始され､ 各国法の それぞれの制度ない し規定の 比較対照作業を含む ､ 契約法の 各分野に
つ い ての 統 一 法御定作業が行われて いるとはい え､ 統 一 法制定とそ の EC諸国における永認(批
准) はまだまだ これか らで ある こ とがわかる ｡
この 間題 につ い て も多くの 論著を公表 しておられるバ セ ト 教授によれば､ 前記ヨ ー ロ ッ パ
契約法 に関す る報告書が2001年7月 に公表されたとき､ その驚きは極めて大きなもの であり､
EC域内に活発な議論を呼び起こ し, 政府､ 財界 ､ 消費者団体､ 法律実務家､ 学者から160通以
上の意見が寄せ られたo そして これらのほ とん どが ､ この 分野で共同体の行動がある種の 一 貫
性をもつ こ とに好意的な姿勢をみせ てい るが ､ ヨ 一 口 ッ ′潤 一 契約法の展望に つ い ては かなり
未来の ことで ある と評価して い る 2)｡
<注>
1) ｢ヨ 一 口 ッ ^o議会及び幹部会 ヘ の委員会報告+ 第9 5節は､ 以下 の如くであるo
｢も ちろん委員会は､ そ の分野特殊的でない 措置に関する考慮の枠内で共通の基準の枠 (Referenz rahm e n)
を考慮する ｡ 共通 の基準枠の内容は ､ そ の場合通常新しい選択的措置の作成のため の基礎として役立つ ｡ そ の
新しい措置が共通の基準枠の 全部の適用簡域を包含するか､ そ れともそ の 一 部だけを包含するにすぎない か ,
ある い はそれが 一 般的な契約法上の規定のみを規定するのか ､ それとも特殊な奥約につ いて も規定するのか は
目下の ところ明らかではない ｡+
2) ユ ルゲン バ セ ド - (中田邦博訳)｢ ヨ ー ロ ッ パ私法の 漸進的生成+ 民商法雑誌 128巻3号32 8- 3 2 9貢｡
本論稀は, 2 0 0 2年 1 0月 25 日に龍谷大学で行われた講演の記録である｡
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